
 

1 

 

研究データポリシー解説 

（目的） 

第 1条 朝日大学（以下「本大学」という。）は、「建学の精神」の具現化を企図し、自然科 

学と人文・社会科学、その他芸術との学際的協力により、専門的かつ総合的な教育・研究 

活動を推進している。このため、本大学は、研究活動によって得られた成果を蓄積し、更 

なる学問研究の発展と社会への還元を進めるにあたり、学問研究の過程で生み出される研 

究データの管理・公開・利活用についての基本方針として、朝日大学研究データポリシー 

（以下「本ポリシー」という。）を定める。 

 

本ポリシーは、本大学の建学の精神の下に、本大学における研究データの基本的な取扱いに

関する方針を示すものである。 

研究データをオープン・アンド・クローズ戦略に基づき適切に管理し、研究データの公開に

より利活用を促進し研究データの価値を高めること、研究データを収集または生成した研究者

がその研究データの管理を行う権利と責務を有することを、本ポリシーの基本としている。な

お、本大学は研究分野及び研究者が多様であることから、研究データの管理・公開・利活用に

関して一律に扱うことは困難である。本ポリシーは基本的な方針を示すものであり、詳細は、

各学部・研究科等において定めることを可能とする。 

 

（研究データの定義） 

第２条 本ポリシーが対象とする「研究データ」は、本大学における研究活動の過程で研究 

者によって収集または生成されたデータをいう。 

 

研究データ 

(1) 研究データとは、本学の研究者等が研究活動の過程あるいは研究の結果として収集また

は生成されたデータを指し、その形態はデジタル、非デジタルを問わない。また、数

値、画像、テキスト等のあらゆる形態を含む。具体的には、以下に分類される。 

1)一次データ（生データ：研究対象から新規に収集・生成されたオリジナルデータ） 

2)二次データ（一次データを加工したデータ、一次データを解析したデータ） 

3)論文等の根拠となるデータで上記 1)、2)以外のもの 

4)上記 1)～3)のデータに基づいて作成された論文等に記載された情報 

 

(2) 「研究者等」とは、以下の者をいう。ただし、本ポリシーの対象となる「研究者等」の 

具体的な範囲については、それぞれの研究分野における特性を踏まえ、各学部・研究科

等で別途定めることができるものとする。  

1)研究活動を行う本学の常勤および非常勤の教員、研究員および職員 

2)研究活動を行う本学の学生 
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3)研究費または本学の施設もしくは設備を利用して研究活動を行う者で上記 1)、2)以外の者 

(3) 共同研究等の相手先の大学や企業、機関等に在籍する者が、本学の研究活動に従事する

場合、相手先と協議の上、本ポリシーの対象者に含むことができるものとする。また、

本学の研究者等が、共同研究等の相手先で取得した研究データについては、相手先が定

めるルールに基づき、適切に対応する。 

 

（研究データの管理等） 

第３条 研究データの管理並びに公開及び利活用の方法は、それを収集または生成した者が、 

法令、本大学の規程その他これに準ずるものの範囲内並びに他の者の権利及び法的利益を 

害さない範囲内において、決定することができる。 

 

研究データの管理 

研究データの管理とは、研究データの収集・生成、整理・加工、解析・分析、保存、公開・

破棄等、研究活動の開始から終了後までを含む研究データに関わる一連の活動全般をいう。な

お、研究者が異動または退職する場合、あらかじめ研究データの取扱いを決めなければならな

い。 

研究データの公開 

研究データの公開とは、アクセス制限なく誰でも利用を可能とする「一般公開」と、アクセ

ス権を付与された限定された者が利用できる「共有」をいう。 

研究データの利活用 

研究者は、可能な限り研究データを社会に公開し、その利活用を促進するものとする。 

研究データを収集または生成した者 

研究データを収集または生成した者とは、原則として、実際に当該研究データを収集または生

成した研究者をいう。研究データを適切に管理する権利と責務は、当該研究者が有する。また、

複数の研究者（他機関に所属する研究者を含む）が共同して研究を実施する場合は、あらかじめ

関係者と協議または契約等において、研究データの管理に関する権利と責務の所在を明確にし

ておくことが望ましい。 

法令、本大学の規程その他これに準ずるものの範囲内 

研究データの管理並びに公開及び利活用の方法決定は、法令及び学内規則上許される範囲に

とどめる。 

他の者の権利及び法的利益を害さない範囲内 

研究データの管理並びに公開及び利活用の方法決定は、第三者が権利または法的に保護され

る利益を有しているために、その公開が制限されるデータ（たとえば、個人情報、著作物、契約

による制限が課されたデータ等）、外為法に基づき安全保障輸出管理の対象である技術情報にお

いて秘密管理等が要求されている研究データ、公開により第三者の利益を害するおそれがある

研究データ等については、慎重かつ厳格な管理が必要である。 
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（研究者の責務） 

第４条 研究者は、前項に掲げる範囲内において、研究データを適切に管理し、可能な限り 

それを公開し、利活用に供する。 

 

研究データを適切に管理 

研究者は、研究データの管理について、前提として、朝日大学における研究活動上の不正行為

の防止等に関する規程等を遵守する必要がある。 

・朝日大学における研究活動上の不正行為の防止等に関する規程 

（研究者等の責務） 

第３条 研究者等は、研究不正行為やその他の不適切な行為を行ってはならず、また、他者 

 による研究不正行為の防止に努めなければならない。 

３ 研究者等は、研究活動の正当性の証明手段を確保するとともに、第三者による検証可能 

 性を担保するため、研究データ等資料は 10年間、標本等試料は５年間、適切に保存・管理し、 

開示の必要性及び相当性が認められる場合には、これを開示しなければならない。 

研究者は、研究データ管理計画（データマネジメントプラン：DMP）を策定し，それに沿って

研究データの管理を行うことが望ましい。 

可能な限りそれを公開 

研究者は、研究データを、国益等を意識したオープン・アンド・クローズ戦略及び知的財産

の実施等に留意し公開することが望ましい。 

 

（大学の責務） 

第５条 本大学は、研究者が行う研究データの管理並びに公開及び利活用を支援するための 

環境を整備する。 

 

環境を整備 

本大学では研究データの公開を行う研究者に対して、必要な情報の提供、最低限の品質が維持

できる研究データ管理基盤及び公開基盤の整備、教育等の支援を行いつつ、その公開を支援する。 

 

（その他） 

第６条 社会及び学術状況の変化に対応し、必要に応じて本ポリシーの見直しを行う。 

 

本ポリシーの見直し 

データの管理・公開・利活用のあり方は、社会や学術状況に応じて，変化が生じることが予想

されるため、本ポリシーについても適宜見直しが必要となることを明示した。 


